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(2017年度修士論文〉

旧村地域における自治組織のあり方と行政組織編成について
一一奈良市月ヶ瀬地区をモデルケースとした分析一一

日次
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第I車市町村合併と近隣自治の議論

第E市 旧村地域(奈良市月ヶ瀬地区)の鵡題

第皿章近隣政府論と小規模多機能自治

第W車 旧村地域における課題解決のための考察

おわりに

はじめに

我が困においては、 1999年(平成11年)以来、国の

積極的な推進により、いわゆる「平成の大合併Jが行
われてきた。本研究で取り上げようとする中山間地域

を中心にみると合併をしたのは全体の67.4%であり、

その内訳は中山間地同士が34.9%、都市との合併が

13.4%であるl)。

このような合併旧村地域の多くは、現在、全国の水

準を大きく上回る少子高齢化の進展、それに伴う主産

業であった農業の担い手の不足、学校の統廃合による

教育の質の低下など負の連鎖に苦しんでいる。本研究

の対象である奈良市においても、合併した旧月ヶ瀬村

の現状をみると、主産業である茶業の低迷により農業

所得が大幅に低下し、担い手の減少、さらには人口の

減少といった問題が都市部に大きくリードして深刻化

している。

このような都市部に合併した中山間地域の周辺化は、

合併開始当初より危倶されており、そのため、中11，岡

地と都市部との地理的・心理的な距離感を埋め、地域

の要望に可能な範囲で対応するため、各自治体は中山

間地域=旧村地域に支所や出張所を設け(いわゆる都

市内分権)、地域担当職員を配置して地域住民や団体

からの要望を広く拾い上げようとしてきた。奈良市に

おいても合併した月ヶ瀬地区には行政センターとして

支所機能を残し、各種証明書の発行を中心とする窓口

機能と地区調整員を置き地域振興機能を図ろうと試み

ている。しかし、全国の多くの条件不利地同様、奈良

市の旧村地域においても、冒頭にあげたような産業の

空洞化、農業の衰退、人口減少、過疎化などの状況は

改善されていなし」

このような状況を打破するために、全国では地域が

一体となり行政と協働するしくみが整備されている。

また国も法改正による地域自治区制度の創設や地域連

田中博之

営組織に関する検討など住民自治を高めようとする都

市内分権の議論が盛んに行われている。

しかし、奈良市の場合、行政の縦割りやそれに対応

する地域の縦割り体制や根強い行政への依存体質から

抜け出せず、住民主体のまちづくりはいまだ困難な状

態にある。また行政においては地域をサポートする組

織体制が十分とは言えない。

そこで本研究では合併した旧村地域が抱える多くの

問題について、月ヶ瀬地区をモデルケースとして分析

し、このような地域またはそこに住む地域住民が主体

的に持続可能なまちづくりを行うために必要なシステ

ムや、それを推進していくために必要な行政の組織編

成について先進事例や海外事例を交えて考察する。

第I章市町村合併と近隣自治の議論

本章では平成の大合併期に都市部に合併した中山閑

地域において現存する課題を考察し、その課題を解決

すべく叢生しつつある住民自治組織の状況を、住民自

治(近隣自治)や都市内分権の観点から整理する。

1 旧村を含む市町村合併

(1) 平成の大合併

わが国においては、 1999年より地方自治体の規模・

能力の適宜化や行財政基盤の確立を目指し、いわゆる

平成の大合併が推進された。その結果、市町村数は

3.232 (1999年3月時点)から1.730(2010年 3月時

点)となり、都市部では759団体のうち312同体、平地

では693間体のうち459団体、中山間地では1.780団体

のうち1.199団体が合併している。

その中でも合併件数の最も多かった中山岡地の合併

パターンをみてみると(図表 1-1 )、中山間地同士の

合併が34.9%、都市と11:1山間地の合併が13.4%である。

本研究の対象は、この都市と中山間地の合併のケー

スである。このパターンは、他の合併パターンに比べ

て、編入合併(都市が中山間地を編入)というケース

が46.9%2)と非常に高い(中山間地同士では7.8%)。

またこのパターンの合併においては、合併後の人口が

10万人を超える自治体が50%というデータがある(図

表1-2)。

このように旧村地域は大都市の一部に編.入され、従

来あった役場はなくなるか、支所化される。それに伴
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図表 1-1 中山間地の合併パターン

621 
(34.9%) 

0% 10%W%  00% ~% 00% 00% 70% 80% 90% 

|ロ都市+平地+中山間 囚都蜘制制司市1i+中山問 困平地+11中帆判州lド判川川'吋川仙11山11

訟務省(位20肌10肋b)8珂。市町村類型別合1併件Jパtタ}ンよりf準医者作成

都市+
中山間

中山間
同士

全合併

市町村

0% 10% 20% 30% 

口-}万

固 10万-20万
L一一一

総務省 (2α)8a)阿表9より筆者作成

図表1-2 合併後の人口
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図表1-3 合併における問題点 (n=416、単位%)
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い職員の数は減少し、「行政と住民の距離が遠くなる

のではないかJ、「周辺地域が絞れるのではないかJ3)
という問題点がとりわけ顕著に表れる。

と周辺部の格差が増大する、③住民の声が届きにくく

なるである5)といった負の効果も指摘されている。

(2) 合併の効果

この平成の合併による効果への評価は研究者によっ

て嫌々であるが、総務省が2010年に合併市町村に対し

て行った調査報告書では、①専門職員の配置など住民

サービス提供体制の充実強化、②少子高齢化への対応、

③広域的なまちづくり、④適正な職員の配置や公共施

設の統廃合など行財政の効率化といった効果が上げら

れる一方1)、①役場が遠くなり不便になる、②中心部

このような評価は、日本都市センターが行ったアン

ケートでも裏付けられる(図 1-3)

自治体全体、あるいは都市部に合併の「正の効果J

が出る一方で、旧村地域(周辺部)には、様々な問題

点が表出している。

このような旧村地域(周辺部)の問題を防ぐために、

自治体の中には旧市町村役場に総合支所をおしまた

は新市町村の役場機能を部謀単位で分割して旧役場に

配置するという分庁方式を採用している自治体もある

(図表 1-4)。
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図表1-4 旧村役場の活用方式
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ただし総合支所方式においても管理部門は本庁に残

り、支所に事業の決定権限がないことは問題として指

摘されている7)。また本庁全体の職員数の適正化の影

響を受け支所の職員数が減少するケースもある。

このようにみると、合併した旧村-地域(周辺部)の

周辺化という問題は、現在、加速化している地方の人

口減少や少子高齢化、産業の担い手不足という問題の

遠因になっていると思われる。

2 近隣自治の議論

(1) 1990年代以降のコミュニティ政策

このような合併に伴う中山間地の課題に対し、地域

の実情を踏まえ、地域住民が自ら課題を解.決していく

仕組みとしてコミュニティ政策や住民自治組織をめぐ

る議論が活発化している。

平成の合併に合わせて合併市町村において予想され

た周辺化の謀題に対し、まず1999年に合併特例法が改

正され、地域審議会の制度が創設されている(図表 l

-5)。続いて、 2003年の第27次地方制度調売会「今後

の地方自治制度のあり方に関する答申J(以下、第27

次答申という)を受け、 2004年には合併特例法、地方

自治法の改正が行われ、合併特例区と地域自治区の制

度が創設された。第27次答申は、 r(前略)行政と住民
が相瓦に述携し、ともに担い手となって地域の潜在力

を十分に発揮する仕組みをつくっていくことも、これ

からの基礎自治体に求められる重要な機能のひとつで

ある。こうしたことから、基礎自治体内の一定の区域

を単位とし、住民自治の強化や行政との協働の推進を

目的とする組織として、地域自治組織を基礎自治体の

判断によって設置できることとすべきである。Jと述
べ、住民自治の強化や行政と住民の協働を強調し、地

域自治組織の制度化を強く主張したものであるが、こ

れを受けて創設された阿制度は(凶表1-6)、いずれ

も、合併した旧村の支所や出張所に市長の諮問機関と

しての地域協議会を設けることとされており、地域コ

ミュニティへの分権を通して、合併した旧村の周辺化

を防ごうとしたものと考えられる。地域自治制度を取

り入れた多くの自治体は、地域協議会に加え、協議会

で決定したことを地域で展開する実行機関として住民

自治組織を設け、コミュニテイへの分権化を実のある

ものにしようとしている。この2つの地域自治組織は

合併後の設置期間に期限があるため、地域自治区(一

般)への移行が各自治体で検討された。しかし、地域

自治区(一般)は新市町村全域での導入が原則である

というハードルの高さより敬遠-されがちである。

(2) 住民自治組織の新たな形

そのため、全国では凶表1-5にあるように、「条例

上の自治区」を採用する自治体が増えてきている。こ

れは、伊賀市や名張市などを皮切りに広まった手法で

あり、各自治体の条例で住民自治組織を公的性格の機

関として位置づけ、協働の主体として扱うというもの

である。また、それ以外にも、従来の自治会を中心と

した地縁組織が主体となり住民自治組織を形成してい

る地域も多く存在するが、そのような組織は、総じて

地域迎営組織と呼ばれる。総務省では2014年以降の議

論では地域自治組織と地域運営組織を区別している

(図表1-5 )。

さらに2014年頃からは、地域運営組織の中でも更に

地域実情及び地域課題に応じて住民の福祉を増進する

ための取組を行う組織のことを指して、「小規模多機

能自治組織」と呼ぶ新しい用語もでできているo これ

ら自治体の先進事例に関しては第皿市で扱うこととす

る。

また、そのように住民自治組織の議論が展開される

一方で、行政のあり方についても議論が進み、地域担

当職員制度や地域一括交付金の導入などの制度や住民

自治組織との協働の方法など住民自治を強化する動き

も注視する必要がある。

ここで一度用語の整理をしておく(図表1-7)。

総務省の研究会8>によると、「地域自治組織jは

「地域の公共空間を担う公法人(又はその一部)と定

義されるD 一方、「地域運営組織Jは「地域の生活や
暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって
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図表1-5 1990年代以降のコミュニティ政策と住民自治組織の整備
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図表1-6 地域自治組織の類型

地域審議会 地犠自!柑区 合併特制区
拙輔自離陸 住民自治

{ー般} 協議会

旧市町村住民の意 新市町村の事務分 旧市町村住民の意
住民の意向反映

設置目的
向反映 掌 向反映

住民と行政の連携 住民自治の強化等

強化

組織 合併協議による
協議会 協議会 協議会

自治体による
区の長(任意) 区の長(特別職) 区の長(任意)

区域 区域の一部のみ可 区域の一部のみ可 区域の一郎のみ可 市町村の区域全域 条例による

設置期間 合併後一定期間 合併後一定期間 合併後5年 限定なし 限定なし

法人格 なし なし あり なし なし

根拠法令
合併特例法 合併特例法 合併特例法 地方自治法

独自の条例等
第5条の4 第5条の5 第5条の8 第~202条の 4

詑務省市町村の合併に関する研究会 (2∞7)48-49頁より常者作成
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図表1-7 自治組織の整理 図表2-1 奈良市の地図

|地縁組織|

筆者作成

奈良市役所HPr奈良市東部地域の概要Jより引m

図表2-2 月ヶ瀬地区の人口と高齢化率 (2015年)

総人口(人} 0-14歳 15~64歳 ，65成以上 商齢化率

奈良市 360.310 42.796 212.572 102.416 28% 

月ヶ瀬地区 1.455 130 697 628 43% 

石打 398 36 198 164 41% 

長引 149 14 73 62 42% 

尾山 377 34 161 182 48% 

嵩 63 36 26 41 % 

月瀬 124 8 61 55 44% 

桃香野 344 37 168 139 40% 

総務省統計局 20日年国勢調査小地域集計より筆者作成

形成され、地域課題の解決に向けた取組を実践する組

織。具体的には、従来の自治・相互扶助活動から一歩

踏み出した活動を行っている組織jと定義されており、

私的な組織という位置づけである。本研究においても

地域自治組織と地域運営組織に関してはその意味で用

いることとする9)。またその地域運営組織の一例とし

て、第E章では小規模多機能自治組織について考察を

行う。本稿では、地域運営組織と地縁組織を併せて住

民自治組織、この住民自治組織と地域自治組織をあわ

せて自治組織と呼ぶことにする。

第E章 旧村地域(奈良市月ヶ瀬地区)の課題

本章では本研究で旧村地域のモデルケースとする奈

良市月ヶ瀬地区において、平成の合併前後で地域がど

のように変化し、またどのような課題が実際に表れ

ているかを具体的にみたうえで、その課題について

地域サイド、行政サイドの両面から指摘するものとす

るo

1 月ヶ瀬地区の現状

(1)地勢

月ヶ瀬地区は奈良市の北東端にあり而積21.35平方

キロメートル、人口1.455人の地域である。(図表2-

1 ) 0 

地区は6つの大字(区)で構成されており、各地区

の人口、高齢化率は、図表2-2のとおりである。

(2) 地区の各種団体・組織

ここでは地区における主要な同体・組織について説

明する(図表2-3)。

まず、地区自治会は旧月ヶ瀬村時代から 6区設置さ

れている。主な役割は、行政からの広報や各種委員の

依頼に対応する窓口であり住民に最も身近な地縁組織

である。その地区自治会をまとめているのが、自治連

合会である。地区自治会よりも行政側に近い存在であ

る。行政が住民に周知したい事項が発生した折、自治

述合会→自治会→住民という情報伝達段階が踏まれる。

また、月ヶ瀬振興協議会は旧月ヶ瀬村・の合併時に新市

建設計画の検討主体として発足し、現在も合併後のま

ちづくりについて協議するという機能を残し活動して

いる。構成メンバーは凶表の 2-10番の閲体を含んで
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図表2-3 月ヶ瀬地区における各種団体・組織10)と奈良市所管課 (2017年)

!問、体名 日 1的 構成メ ν J$~ 市の蹄替L

月ヶ瀬地域振興協議会
合併時の新市建設計闘策定時に組織化

以下2-10番の団体 行政センター
合併後のまちづくりについての協議

2 自治連合会 地区自治会の連携 各地区自治会長 地域活動推進課

3 地区自治会 区の自治活動の実施 地域活動推進謀

4 
月ヶ瀬地区防災防犯対策協

月ヶ瀬地区の防災、防犯対策 危機管理課
議会

5 
月ヶ瀬地区万年背年クラブ

地区万年背年クラブへの補助 長寿福祉課
連合会

6 月ヶ瀬単位万年青年クラブ 地域稲祉活動・友愛活動・健康相進活動 長寿縞祉課

7 地区社会福祉協議会 住民参加による地域福祉活動
自治連合会長、ボランテイアグ

福祉政策課
ループ代表、万年青年クラブ

8 月ヶ瀬梅渓保勝会
梅渓の保全、月ヶ瀬梅の資料館の指定管 行政センター

理 文化財課

9 月ヶ瀬観光協会 商宿、観光地の PR 地域の商応、観光施設
観光振興課

農林諜

地域学習、子育て環境整備、地域担い手
行政センター所長、主任児童委

10 地域教育協議会 民、地域振興協議会、小中学校 学校教育課
の育成

評議員・校長、こども園長など

奈良市各所管課への照会結果より準者作成

図表2-4 地区の産業構造 (2015年)

離帯審議・ 制 畿 MM~

総 数 第 l次産業・ 第2次産業 第3次産業 総 数 第 l次産業 第2次産業 第3次産業

奈良市 155.089 2.308 27.796 

月ヶ瀬地区 775 202 172 

石打 217 50 日

長引 82 31 10 

尾山 167 19 42 

路 35 12 7 

月瀬 75 24 20 

挑香野 199 66 39 

おり、地区において最も包括的な団体である。

(3) 産業

産業については図表2-4のとおり、主要産業は第

1次産業であり (26.1%)、第 1次産業の割合が高く

なっているo特に茶業は奈良県内の荒茶生産量の

36.6%11)をしめるほどである。

2 合併前後の月ヶ瀬地区の変化

次に、平成の合併前後で地域がどのように変化して

いるかをみてみる。

(1) 合併の経緯

月ヶ瀬村の歴史が始まったのは1889年(明治22年)

124.985 100.。 1.5 17.9 80.6 

401 100.。 26.1 22.2 51. 7 

113 100.。 23.0 24.9 52.1 

41 100.0 37.8 12.2 50.0 

106 100.。 11.4 25.1 63.5 

16 100.0 34.3 20.0 45.7 

31 100.。 32.0 26.7 41.3 

94 100.0 33.2 19.6 47.2 

である。路地域を除く 5つの旧村(現在の大字)が合

併し「添上郡月瀬村Jが発足する。 1897年(明治30
年)山辺郡波多野村大字路を編入し、現在の6大字を

形成したロその後1968年(昭和43年)に月瀬村から

月ヶ瀬村へと改称し、奈良市との合併の2∞5年(平成
17年)まで村政を継続した。

前述の通り、月ヶ瀬村は2005年に旧都祁村と同時に

奈良市と合併することとなったが、合併の背景には

1995年に改正された合併特例法において地方交付税の

優遇措置の拡大があった12)。

(2) 合併前後の人口と人口構成比の変化

市町村合併後に辺縁部の人口減少が見られた町村は

多いが、月ヶ瀬地区についても2005年(平成17年)を
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図表2-5 人口と人口の全区分比率
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総務省統計局 昭和35、40、45、50、55年千成2、7、12、17、22、27年国勢調査小地域集計より筆者作成

図表2-6 人口構成比率
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総務省統計局 Hrf利35、40、45、50、55年半成2、7、12、17、22、27{flil勢調査小地域集計より策者作成

境にして人口総数の対前区分の変化半において減少割

合が高くなっている。合併前においては1970(昭和45

年)の9.04%を除いて平均一1.4%1年であったのに対

し、合併後では平均すると -9.4%1年となっている。

また、 2010年からは人口構成比において生産年齢人口

が50%を下回っている。 65歳以上の人口に大きな変化

が見られないことから、生産年齢人口の流出、言い換

えれば若い世帯の流出が進んでいるといえる。(図表

2-5、2-6)

(3) 産業構造の変化と農業の担い手

次に産業構造の変化を見る(図表2-7、2-8)。

産業構造において第 l次産業の比率は依然高く推移

しているが、販売農家数は減少している。また、 65歳

未満の段業従事者が激減しており、主業農家13)が減少

する一方で副業的農家が増加している。農業従事者が

26.1%も存在しているようにみえるが、実際には、 65

歳未満の従事者が大幅に減少している。一方、専業農

家数は合併後増加傾向にあり、定年退職後に専業農家

化しているものと思われる。要するに次世代の担い手

が育っておらず、この現状が進むと現在の60-70代が

働けなくなると急激に第1次産業の衰退、さらに引き

受け手のなくなる土地の増加に拍車がかかる恐れがあ

る。

また、相対的に第3次産業への就業者割合が増加し

ているが、詳しく見てみると、月ヶ瀬梅渓の観光客の

減少に伴って卸売・小売業の割合や飲食業の割合は減

少している。

(4) 行政体制の変化

次に、合併前後の行政体制の変化についてみるため、

月ヶ瀬村役場と現在の月ヶ瀬行政センターの組織構造

と業務について比較する(図表2-9)。

まず合併前の月ヶ瀬村役場の状況をみてみると、謀
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図表2-7 産業構造の変化

l就業者数 割 合(9t;.) 

総 数 第l次産業 第2次産業 第3次産業 総 数 第l次産業 第2次産業

l的5年 1.0槌 351 314 423 l∞.0 32.3 28.9 

20∞年 1.032 323 262 447 100.0 31.3 25.4 

2∞5年 953 302 214 437 100.0 31.7 22.5 

2010年 821 244 188 389 100.0 29.7 22.9 

2015年 775 202 172 401 100.。 26.1 22.2 
----l...--

図表2-8 農業形態の変化
~ 

l販売躍家教 主聾農家 準主業農家 副礎的瀧家 事業盤家誕生||鶏饗韓慈雲!l費勢量幾主緬重星畿稜

2(問。年 177 87 36 臼 25 152 70 

2005年 165 76 24 65 32 133 57 

2010年 139 59 19 61 48 91 29 

20日年 123 45 15 63 48 75 17 

農林水産省「世界農林業センサスJ2∞0、2010r良休業センサスJ2∞5、2015より鍛者作成

図表2-9 行政組織の変化 (2005年3月と2017年12月現在の比較、( )内は
職員数)

月ヶ瀬村 月ヶ瀬行政センター

態務摸U国! 時廃止

議会、財務、税務、条例、地籍管理

盗画醗(6)

企画、観光、広報、開発調整 本庁:総合政策課・奈良プランド推進課

金管E里親:'(，略:~ 場態務住民欝ωl
戸籍、国保、年金、水道、環境、診療所 戸籍、福祉、市税、保険・年金

輩襲鶴{邸i 時姐崎揖興部(4)

農林、商工、道路、建設、農業委貝会 自治会、地縁団体、道路、維持管理

保臨調祉課臼1) 時廃止

福祉、保健、保育園

脹月~(余計J 時廃止

教審蚕員会(.11) 吟廃止

月ヶ瀬村 (2∞5)88頁、平成17年3月行政組織問より雛者作成

第3次産業:

38.9 

43.3 

45.9 

47.4 

51.7 

錦理事磁織蟻

82 

76 

62 

58 

の数は7、職員数は53名、特別職の村長、助役、収入 ある)の議員は1名で村時代から複選している。セン

役、教育長を加えて57名であった。議会は議長1、副 ター内には企画部署は存在しない。農業振興について

議長l、議員6名の8名体制である。役場内には企画 は本庁の農林訴が担当しているが、地区限定的な施策

課があり係員が4名配置されており(役場内の係では は行わず、国の制度(多而的機能直接支払制度や環境

最大人数)、村の企画全般、観光、広報、開発調整等 保全型農業直接支払制度等)の窓口機能がメインであ

の役割を担っていた。村の主要産業である農業振興は る。農業委員会は本庁に事務局があり、全15地区18名

産業課が担い、課内で農業委員会や建設全般にも対応 の農業委員の中に月ヶ瀬地区代表がl名存在する。

していたことから村内一体となって区画整理やハード 合併により行政の効率化・スリム化を目指され職員

整備が進められていたことが予想できる。 数の削減、担当謀の廃止・統合が進んでいる。現在は

次に現在の月ヶ瀬行政センターについてだが、課の その心理的側面や物理的な職員減少に伴うサービスの

数は2、職員数14)は8名である。特別職は存在しないD 低下を防ぐために地域振興課の中に地区調整員を 1名

もちろん議会は存在せず、月ヶ瀬地区が地盤(住所が 設けて地域のサポートにあたっている。
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図表2-10 農業・地域振興政策の流れ

年 内 容 地 域

1966 ~興山村に指定 村全体

1968 月ヶ瀬村基本構想 村全体

1970 緑茶加工所建設、農道鮭備 桃香野

第一次農業構造改善事業

1970-1973 
-緑茶加J:所建設

長引、向、月瀬、桃香野
-農道整備

-闘場開拓・造成

第二次農業構造改善事業

1977-1980 
-製茶工場建設

石打、峰山
-村道整備

-多目的研修集会施設の建設

高度農業生産モデル地域軽備実験事業

1977-1980 
-茶閣の改良

村全体
-茶工場建築、近代機械導入

-集落センター建設

1975-1984 広域農道整備事業 月ヶ瀬村、都祁村、山添村

1982 第二次月ヶ瀬村基本構想

新農業構造改善事業
1980-1985 

-生活改善センター、集落センターの建築
村全体

1975-2003 大和尚原地区国営総合開拓パイロット事業 月ヶ瀬村を含む大和尚原地域の市町村

2005 合併

2015-2017 山村活性化支援交付金事業

月ヶ瀬村 (990)797-826、964頁より準者作成

3 月ヶ瀬地区の課題

このように月ヶ瀬地区においても全国の中山間地同

様、周辺化が顕著になりつつある。

ところで、このような「周辺化jに対しては、多く

の住民自治組織が現在取り組みつつあるように、地域

のビジョンを主体的に姉き、それを自ら実現していく

ことが何よりも重要なはずである。しかし、現在の

月ヶ瀬地区では、このことができていなし凡そして、

それは、ある意味では月ヶ瀬地区に限らず、これまで

多くの中山間地がたどってきた歴史によるものでもあ

る。本節ではこのような背景を踏まえながら地域サイ

ド・行政サイドの問題点として、①地域の主体性や②

地域の連携、③行政サポートが不十分であることを指

摘する。

(1) 地域の主体性の欠如

まず、現在月ヶ瀬地区には、地域住民が「将来この

地区をどのような地区にしたいjとして設定した具体

的な目標や計画が存在しない。あえて挙げるとすれば、

合併時における新市建設計画と現在進行中の山村振興

計画である。しかし新市建設計闘の中では地区内の梅

林や道路などハード整備の要望が列挙されているだけ

であり、また、後述する山村振興計画も、行政主導の

もので住民の具体的な目標は反映されていない。いい

村全体

かえればそれを主体的に描ける状態になっていない。

本来それを行う趣旨で設立された地域振興協議会の関

係者へのヒアリングにおいても「地域振興協議会は現

状、地域のビジョンを描けていない。ただそれを課題

に感じている。」という回答をえている。

ではなぜそのように月ヶ瀬地区をはじめとして中山

間地では、主体的にビジョンを描くことができないの

か。それには①閣の条件不利地政策の下での地域振興

政策と、②区と行政の相互依存という 2つの背景があ

るものと考える。

1-1.困の条件不利地政策の下での地域振興政策

旧月ヶ瀬村は、 1966年(昭和41年)に山村振興法に

基づいた振興山村に指定されているo 山村振興法は議

員立法として1965年に制定された地域振興法の一つ

で15)、一定の地域要件を満たした山村16)を主務大臣17)

が振興山村と指定し、 111村振興計画(以下、山村計画

という)に掛き込まれた事業等について、国が補助率

のかさ上げや税制上の優遇措置等の支援を行うという

ものであるo 計画の策定主体は市町村であるが、それ

は都道府県の山村振興基本方針に基づくものでなけれ

ばならず、都道府県知事の同意が必要とされる。また、

各穂の支援策についてはその時々の図の意向が強く反

映され、月ヶ瀬村においても、その要件をもって闘の
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意向を受けた農業振興・地域振興政策が展開されてき

た。

振興山村指定の2年後の1968年に策定された月ヶ瀬

村基本構想では、村内各施設の充実、道路の改良整備、

農業構造改善が謡われ、 1970年からは農業基本法に基

づく第一次構造改善事業、 1977年からは第二次構造改

善事業が大規模に実施されている(図表2-10)。

その概要は、図表の通りであり、既成田の闘場整備

からダムの築造まで、 1987年までの25年間で農地造成

としては 110.86ha、区画整理は24.27haと一村単位

では全国で類を見ないほどの資金が投入されている。

このように、旧月ヶ瀬村の地域振興の歴史は、国の意

向を受けた補助事業の歴史と言っても良いほどであり、

このような中で、地域において主体的に地域の将来像

を描いていくような行動様式が生まれなかったことは

想像に難くない。

2005年の合併後は村に企画部門がなくなったことに

より国の交付金事業を地域に提案するという体制が整

わず、 2015年まで月ヶ瀬地区に限定した農業・地峨振

興事業は行われていない18)。合併とともに役場をあげ

て補助金取りに奔走する体制が失われ、それとともに

補助金に軸足をおく「地域における振興ビジョン」も

霧消したということではないだろうか。

1-2.区と行政の相互依存

地域が主体的にビジョンを描くためには、地域内の

住民や団体自らが地域の課題を認識し、何が必要なの

かを主体的に考えることが必要である。月ヶ瀬地区を

はじめとする中山間地において、この役割を果たすこ

とを期待されるのは、地縁団体である区であろう。

月ヶ瀬地区においても旧村の設立時から 6つの区が設

置されている。都市部では考えられないが旧村部では

自治会加入率は100%近い。月ヶ瀬地区でも加入率は

95%-100%の問であり、地域で圧倒的な存在感を示

す団体であるo しかし、その主な役割は、行政が発行

する広報物の配布や民生委員、農業委員など各種委員

の依頼に対応する窓口にとどまる。歴史的経緯もあり、

行政との相互依存関係の中で、末端行政機構化、下請

け化、依存化が著しく、主体的に課題を発見・解決す

る団体ではないのが現状であるo

旧月ヶ瀬村においても、自治会の役割として①村政

の一端をになって村の諸事業の推進についての協力、

区民の意見の取りまとめと調整、村税および村に納入

する諸掛り徴収の金銭事務を行うこと、②大字の自治

的な事業や諸行事の推進、村との交渉、大字内の諸問

題の調整が挙げられており 19)、行政の補完、窓口とし

ての機能が重視されていたことがわかる。

(2) 地域内の連携の悪さ

次に、地域のピジョンを自ら実現するためには、地

域内の各区や諸団体が協力・述携し、目的を共有する

ことが必要であるが、現在の月ヶ瀬地区ではそれがで

きていなしh その原因としては、行政の縦割り構造が

地域内の各種団体問の連携の悪さをもたらしているこ

とと、区間の連携が悪いことを挙げることができる。

これらは人的資源や財源の限られた中山間地において、

重要な視点である。

2 -1.区における各種団体の縦割り構造

現在の月ヶ瀬地区は、財源の異なる縦割り主義で、

行政の各所管課が自治会内の各部会や各種団体と連

絡・調整を行っているロ

具体的に、行政と各種団体がどのように縦割りで紐

づいているかみると(図表2-3)の通りであり、地

域の各団体が各所管課の事業の窓口機能を果たしてい

るo このように区と各種団体は行政の縦割り構造に合

わせて、地域内においても縦割jり構造を形成している。

ここではその縦割りの具体例として、地域の高齢者

福祉に関してあげる(図表2-11)。月ヶ瀬地区では

高齢者の見守り活動に関して、月ヶ瀬地区社会福祉協

議会(以下、地区社協)と万年青年クラブ(いわゆる

老人会、以下、万青)がそれぞれ独自に行っている。

活動内容は高齢者の安否確認のために自宅や畑に出

向き、当事者と商談するというものである。しかし、

図表中にもあるように行政の所管課の違いによる設立

過程の違いから互いに「地区社協は公的活動、万青は

当事者によるボランティア」という意識があり、団体

聞の述携はない。つまり目的が同じ事業や団体であっ

ても設立の経緯や財源が異なることで地域内の連携が

進まないということである。このような各種団体と行

政の縦割り構造の連結は、歴史的経緯にもよるもので、

根深いものである。

2 -2.区間の連携の悪さ

では区間での述携はどうであろうか。現在、区単独

では解決できない問題が多々出てきており、区を超え

た連携が必要となっている。それにもかかわらず、地

域内の各種団体や各施設は区ごとに運営され、地区全

体のまちづくりのために区を超えた連携が行われるこ

とは少ない。

たとえば、各自治会長によると、若い世帯の流出や

Uターンの困難、空き家対策、施設の維持管理、祭事

の維持など20)、区単独では解決できない問題があるが

(図表 2-12)、ヒアリングでは 6人中 5人の区長が

「他の団体や他の区との連携をする機会」を特に持っ

ていないとしている。

このように区間の述携が低調なのは、長い間(合併

記iに)行政の補完事務を担ってきたのが区であったこ

と、行政と密接な関わりをもっ各種団体が区ごとに作

られていること、ハード整備の受け皿の単位が区で
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図表2-11 月ヶ瀬地区の高齢者福祉に関する 2団体と内容

事業概要 所管課事業名

月ヶ瀬地区社協|互助活動 民生委員との述携による見守り|奈良市社協(地域制祉課)

万年背年クラブ|友愛訪問活動|高齢者の見守り訪問 長寿福祉課

地区社協、万背担当者ヒアリング結巣、各事業自1-防rj (2017)よりF旅行作成

図表2-12 区が抱える問題(複数回答可)

回答者 回 答

-子供がUターンしてきたい地域ではない
A 
-子供の教育の質の低下

B -今の40-50代が尚齢化したときの自治

-若い世帯の流11¥
C 
-施設の維持管理

-祭事の維持

D -若い世情の流出

-空き家対策

-若い世帯の流出
E 
-空き家対策

F -特になし

地区自治会ヒアリングt占拠より筆者作成

あったことなどによろう。月ヶ瀬村-の「申し合わせ事

項」によれば、①道路整備の用地の獲得ならび保障に

ついての処理②村の行う諸事業に民意を反映しながら

のその推進力となる③税金や国民年金などの徴収事務

などを行うのも区であった21)。

(3) 行政の地域へのサポート

3点目は行政サイドの課題である。「周辺化Jに対
抗し、地域のビジョンを実現していくためには、それ

を側面から支える行政のサポートが欠かせない。

合併の際に月ヶ瀬地区において新市建設計耐の中で

1 )自然景観の保全と活用、 2)農業を核とした活力

の創造、 3)地域資源、を活かした集客・交流の促進を

柱に地域づくりを計画している。ただ、果たしてそれ

を実行、パックアップするための組織編成と事業予算

(人件費を含む22)) が構築されているかといえば、そ

うとはいえない。特に、縦割り構造に伴う業務の必要

以上の細分化により、地域全体を包括的に捉えること

ができていないこと、合併後に設慨している地域担当

職員制度(地区調整員)が十分に機能していないこと

は大きな問題となっている。

3 -1.業務の必要以上の細分化(組織・予算)

前述のとおり、月ヶ瀬行政センター内には企画部署

は存在せず、市が行う各種事業は細分化され、本庁の

各種主管課が担っているo

一例として直近の山村計画を例にとり、計画に関与

定住・
教育 空き家 祭事 施設

移住。
。
。

。
。

。
。

。
。

図表2-13 行政の組織編成と地区の各種団体(山村活性化
支援交付金を含む)

m予算 ②窓口 ③企画
奈良市各所符課への照会及びヒアリング (2017年8月以降)より準

者作成

する地域団体と対応する所管課を整理すると、図表

2 -13のようになる。地域の包括的な団体である地域

振興協議会の窓口は行政センターである。しかし、行

政センターは、窓口機能しか果たさないので、 111村計

聞は本庁の奈良プランド推進課が地域内での数回の
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図表2-14 月ヶ瀬地区における各種団体の予算規模 (2017年)
ォr 守 一ー ーー ーー ・・

予 錯1

》閣|体名
実付金・棉助金 車窓尉顕

所管霞

月ヶ瀬地域振興協議会 1. 71∞.∞o 月ヶ瀬行政センター

2 自治連合会 172.5∞ 地域活動推進諜

3 地区自治会 180.∞o 地域活動推進課

4 月ヶ瀬地区防災防犯対策協議会 270.∞o 196.681 危機管理課
5 月ヶ瀬地区万年背年クラプ連合会 49.500 433.940 長寿福祉課

6 月ヶ瀬単位万年青年クラプ 550.∞o 1.478.427 長寿福祉課
430.000 

7 地区社会福祉協議会
(一部指定管理)

1.780.0∞ 福祉政策謀
8 月ヶ瀬梅渓保勝会

9 月ヶ瀬観光協会

10 地域教育協議会

百十

奈良市各所管謀への照会内容より筆者作成

ワークショップを経て立案し、地域振興協議会内にあ

る交付金受け皿の活性化協議会事務局を運営している。

物理的に距離のある本庁の組織が、地域の声を限られ

た期間で計画に反映するには無理があり、事務局運営

は難航している23)。

本来であれば奈良市全体の総合計画に基づき、地域

住民や各種団体との接点が多い行政センターが地域住

民の声を反映し、地域の実情に沿った計画を作成する

ことが望ましい。しかし、行政センターは企画・調整

機能を持たず、人員的な余裕がないという理由から、

本庁の奈良プランド推進課が国・地域(図中の活性化

協議会の窓口)との調整や事業の遂行をパックアップ

している。

その一方で、山村計画以外の日常的な案件に関して

は自治連合会や自治会の窓口は行政センターの地域振

興謀、その他地域の各種団体については各担当課が窓

口になっている。

このように、地域に関わる総合的行政機関が不在で

ある上に、行政の縦割り構造が地域に持ち込まれるた

め、地域を包括的に捉え、これを側而から支援するよ

うな行政のサポートは非常に不十分なものとなってい

る。

3 -2.予算の非効率

またこの行政の組織の細分化対応して、予算も細分

化されている。図表2-13より、山村活性化支援交付

金を除いて、窓口業務のみを行う所管課が縦割りに歳

出していることがわかる。地区全体の予算総額として

は、次章でみる先進自治体の地域運営組織に匹敵する

予算がついているが、各種団体に非効率的に分配され

ており、予算の使い勝手が悪い(関表2-14)。

6.∞O.∞o 
120.∞o 
1.704.000 

11.176.000 

文化財課

農林課

学校教育課

3.889.似8

図表2-15 行政との関係性 (n=12)

月ヶ瀬地区内団体ヒアリング結果 (2017)よ
り筆者作成

3 -3.地域担当職員制度

次に、地域担当職員制度についてみてみる。全国の

旧村地域では地域担当職員制度を設け、住民との対

話・交流を通じ、地域課題の解決に住民の意向を反映

させ、職員の意識をも住民本位に転換させようとして

いる24)。

奈良市でも月ヶ瀬地区に対して、地区自治連合会を

中心とした地域活動の取り組みを支援するために地区

調整員を l名設けているが、地域との物理的な距離は

維持しているものの、結局のところ事務を本庁の主管

課につなぐだけでの存在となっており、時間的・心理

的距離を埋めることができていない。担当職員のヒア

リング25)によると、「自治会や各種団体の部会日程の

連絡調整等の事務を行うだけである。諸問題について

は主管課につないで本庁で解決するしか方法がないJ
というものである。また、人事面においても、地区調
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整員の人事は全庁的な人事の中で扱われるために、地

区の現状を知らない職員がその職につくことが往々に

してあり、地域との距離感を詰めることが困難となっ

ている。

実際の各種団体におけるヒアリング26)においても

(図表2-15)、「行政との関係性jについて、「縦割り

を感じるJ["物理的な距離を感じるJ["親しみがない・
相談できない」という意見が12人中 9人であった。

第皿章近隣政府論と小規模多機能自治

このような課題に対し、第 I章で述べた様に、地域

の実情を踏まえ、地域住民が自ら課題を解決していく

仕組みとして住民自治組織をめぐる議論が活発化して

いる。そこで、本寧では近隣政府論について考察した

上で、小規模多機能自治組織の事例として朝来市を取

り上げ、その成立過程から成立後の問題点などを整理

し、現在焦点となっている法人格の問題についても分

析する。また海外事例としてアメリカにおけるコミュ

ニテイ自治としてネイバーフッドカウンシルとコミュ

ニテイ開発法人 (CDC)の関係性を考察し、日本の
近隣自治の考え方と比較し、日本の地域組織の議論の

今後の方向性を探る。

1 近隣政府論

本節では自治体の住民自治組織の議論に影響を与え

てきた近隣政府論について考察する。

(1) コトラーの近隣政府論

「近隣政府論Jは1960-1970年代にかけてコミュニ
テイオーガナイジング27)の理論家・実践家であるミル

トン・コトラー (MiltonKotler) らが提唱した地域

自治に関する概念である。その理論的骨子は、地方政

府、とりわけ大都市政府の有する権能の一部を、「近

隣jに委譲し、述邦政府一州政府一地方政府という政

府間関係の構造を、連邦政府一州政府一地方政府一近

隣の構造へと再編成するというものである28) (図表

3 -1 )。

特に、コトラーの近隣政府論で重要なのは、これら

の事業における計画策定・意思決定過税への住民参加

あるいは自己決定を強調し、住民が計画の策定と実施

に主体的に関わるための媒体として「近隣法人

(neighborhood corporation) Jを構想していることで
ある。「近隣Jは法人格をもっていないため、コト

ラーは法人格をもった近隣法人という主体を創出し、

地方政府の分権の受け皿としようとした。また大きな

特徴として、この近隣法人が成立段階では、公法人で

はなく私法人だという点をあげることができる D その

私法人が地域コミュニティ(近隣)にとり重要な事業

領域で大きな役割を果たし、やがて地域自治を担う公

| 州政府 「

圃画面

?医者作成

的な団体へと成長していくというものである。

コトラーの近隣政府論の根底には、かつて、周辺都

市が大都市に吸収合併される中で、地域住民がもつべ

き意思決定権を失っていったという問題意識がある。

その住民の組織(近隣法人)に主体性を持たせながら、

地域内の分権を図ろうとしている点は、規模は異なる

が、日本におけるコミュニティ政策に共通するところ

であるD

(2) 近隣自治研究会による近隣政府論

次に、コトラーの近隣政府論をもとに、日本の近隣

自治研究会が提唱した近隣政府論を考察する29)。

同研究会は、近隣政府を、①「近隣性」および②

「包括性」を備え、法律または条例に基づき、③住民

代表性を付与された組織また機関をさすものと整理し

ている30)。そして、既存の地域における民間組織や間

体が、近隣性、包括性、住民代表性という観点、からみ

た場合、どのように位置づけられるかを下図のように

示している(図表3-2)口

下からJijf{にみると、まず、一般的な民間組織や団体

が、「近隣性」や「包括"生J(ある一定の地域空間にて
その空間におけるあらゆる諜題に対応することを目的

とする)を獲得することで自治会や町内会、または認

可地縁団体31)のような地縁的な住民自治組織となる。

そのような住民組織が法律または条例によって住民代

表性を付与されることで近隣政府となる。なお、近隣

政府には住民代表性の税皮により「広義Jと「狭義J
のものが想定されているが、これについては第W章で

詳細に考察する。

前項でみたコトラーの近隣政府論と研究会の近隣政

府論を比較すると、法人格の想定や、規模の大小に差

はあるが、両者とも「近隣」の組織・団体が包括性、

代表性を獲得すると、近隣政府に発展するという点は

共通している。

次節ではこのような近隣政府論の考え方を取り入れ

て地域運営組織を立ち上げた朝来市について詳しくみ

てみる。
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狭義の近隣政府

図表3-2 近隣自治の仕組みと近隣政府

+住民代表性(住民総会または代表機関の公選)

広義の近隣政府

自治会・町内会等
近隣性・包括性を備えたボランティア・
NPO組織

近隣性を備えたボランティア・ NPO組織
財産区地縁による団体等

民間組織・団体

近隣自治研究会 (2(削)13頁凶 1-1を引用

2 小規模多機能自治組織

(1) 朝来市の地域自治協議会の概要

朝来市は2005年4月に、生野町、和田山町、山東町、

朝来町の4町が合併し人口約3万5千人の市として誕

生した。合併に際して、行政サービスの縮小に耐えう

る強聞な地域自治の体制をつくことが最重要の課題に

掲げられ32)、合併の4か月後には、「分権型社会シス

テム検討懇話会Jを発足させ、地域分権の先行事例で
ある、伊賀市や宝塚市、野沢i鼠泉町などから取り入れ

るべき要素を検討している。また並行して2006年度に

は行政改革の一環として地域に対する各種補助金の基

準や対象事業の見直しも行っている。そして、 2007年

における地域支援職員の配置や地域自治協議会設立の

ための支援交付金制度の検討を経て、同年の与布土地

域自治協議会の設立を皮切りに、翌2008年9月までの

短期間で市内11の協議会が誕生した。また、協議会の

設立と並行して自治基本条例の制定作業も進められ、

2009年3月に「朝来市自治基本条例Jが公布されてい
る。その条例の15条で、地域自治協議会について規定

されている(図表3-5)。

地域自治協議会は、条例の基本理念である「市民自

らが考えて行動し、共に助け合いながらまちをつくっ

ていく」を具体化する仕組み、自律した自治体を構築

するための住民自治を充実強化させる仕組みであり33)、

第15条第 l項によれば、一定のまとまりのある地域内

の市民は、地域自治協議会を設立することができるo

一定のまとまりのある地域としては小学校区が想定さ

れているが、地域の実情に合わせて中学校区も考えら

れるとしているお)。また協議会は多様な主体(区、市

民、各種問体、まちづくり団体、企業等)により構成

される。

組織体制としては、最高議決機関の総会をトップに

運営委員会、事務局、複数の部会が動いている(図表

3 -6)0 

朝来市の地域自治協議会のシステムは協議会内に意

思決定機関と実行機関を取り込んだ形である。また、

地域内同体の整理としては、従来の地域の意思決定機

関であった区の長を運営委員会に幹事として参画し、

+一定の住民代表性(長の認定(認証)、準公選)

+法律または条例による制度の創設

+包括性

+近隣性

図表3-5 朝来市の地域自治協議会

朝;来帯調i 掴!

名称 地域自治協議会

組織数 11(拠点 11)

組織化の時期 2007-2008 

根拠 朝来市自治基本条例

地域自治 市民自らが考えて行動し、共に

組織 目的 助け合いながらまちをつくって

いく

範域 一定のまとまりのある地域

-住民票の有無・本人の意思に

会員 関係なく地域に住む人

-世帯ではなく個人

伊賀市・名艇市・朝来rtî ・~南市 (2014) 17頁より筆者作成

図表3-6 朝来市の地域自治協議会の構成図
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朝来市HPr地域自治協議会とはJをもとに筆者作成

整理を図っている。

(2) 行政の支援

行政の協議会への支援としては、まず財政面におい

て市の要綱に基づき地域自治包括交付金(地域包括交

付金)を交付している。地域自治包括交付金は、事務

局運営額、地域協働事業費、地域配分額の3積から成

り立つ。事務局運営額は事務局員お)(地域マネー

ジャー)を雇用する事務局運営費としてー小学校区あ
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図表3-7 奥銀杏地域自治協議会の事業

部会 尚 容

ふれあい部会 「交通・防犯・福祉Jに関して

さわやか部会 「環境美化・空家・空地対策Jに関して

にぎわい部会 「観光・交流、特産品開発、若者交流」に関して

すこやか部会 「生涯学習、健康づくり」に関して

部会外事業 「部会外の事業jに関して

奥銀谷地域自治協議会ヒアリングl勾符より筆者作成

たり年額280万円が交付される。地域協働事業費は、

従来朝来市が直接執行していた事業の中で、地域主体

に事業を進める方が地域にとって効果的・効率的に事

業執行であるものを交付するものである。そして、地

域配分額は地域自治包括交付金の会予算から、事務局

運営額と地域協同事業費をヲ|いたものを、均等割2割、

人口割7割、面積割l割で各地域へ配分している36)。

これによって算出すると 1 地域につき約430~1200万

円交付されている (2014年度)。

また人的支援としては、自治協議会設立当時の2007

年には、地域担当職員(朝来市では地域支援職員とい

う)として小学校区ごとに6人を3年の任期で配置し、

また旧町単位には支援部長を設置するというきめの細

やかな配置をしている37)。

(3) 地域自治協議会の特徴

朝来市の地域自治協議会の特徴は、協議機能と実行

機能が一体化していることに加え、①明確な官民の役

割分担と、②質の高い地域担当職員制によって、充実

した行政のサポートが可能になっていることである。

まず、①については、旧村地域の周辺化の問題に対し、

地域住民の安心、安全、防災、人権擁護、都市基盤な

ど「基本サービスjの提供主体は引き続き朝来市役所

であるとされ(第一次検討懇話会報告書)、その上で

それ以外の親睦や文化事業、各種福祉事業、特産品の

開発販売といった「付加価値的な公共サービス」につ

いては、地域自治協議会や区、まちづくり団体・ボラ

ンティア・ NPOなどが担い手となり、地域特性を生

かして取り組むと整理されている。このように行政の

責任を示したことが住民の安心感につながったお)。ま

た②については、地域担当職員については、現在にお

いても、各支所において支所長をリーダーとした地峨

協働プロジェクトチームを組み、各地域自治協議会に

3~4 人の地域担当職員を配置するという体制で臨ん

具体的な事業倒

防犯パトロール、交通安全立ち番、地域住民交流イベント、

尚齢者見守りなど

景観形成支援事業、集団闘収、空家の利活用、小学校跡地

活用など

地域イベントの支援(区、協議会単位)、地域学官、地域

マップ作成、特産品開発、加工販売、農閑保護、若者交

i庇・婚活イベントなど

グラウンドゴルフ、ハイキングなど健康増進事業、 AED

講習会、健康教室・料理教室など

IW災組織の確立、ふれあい喫茶の運営支援、高齢者安心生
括支援事業<i1い物・安否支援事業)、ホームページによ
る情報発信、広報誌の発行など

でいる。この地域担当職員は本庁の職員が通常の業務

と兼任している。これら地域担当職員のフットワーク

の軽さやアドバイス能力は高く評価されており、地域

担当職員と地域自治協議会との協働体制は良好である

ことがうかがえる39)。

3 スーパーコミュニティ法人と近隣政府論

(1) 小規模多機能自治とは

朝来市のように、自治体の条例によって、住民自治

組織を公的性格の機関と位置づけ、またその機関が地

域における意思決定機能と実行機能を兼ね備えるシス

テムは大きな注目を浴びている。その後、朝来市は、

雲南市(島根県)、名張市(三重県)とともに、「小規

模多機能自治Jを提唱し、 20日年2月には、 4市を中
心に「小規模多機能自治推進ネットワーク会議J40)も
発足している。

(2) 小規模多機能自治の実例

「小規模多機能自治推進ネットワーク会議Jの会則
第2条によれば、小規模多機能自治は、「概ね小学校

区などの範域において、その区域内に住み、又は活動

する個人、地縁型・属性型・目的型などのあらゆる団

体等により構成された地域共同体が、地域実情及び地

域課題に応じて住民の福祉を増進するための取組を行

うこと」と定義されているo
おくが々や

実際に朝来市の奥銀谷地域自治協議会の活動をもと

にこの小規模多機能自治についてみてみる。奥銀谷地

域自治協議会は2008年5月24日に奥銀谷小学校区内の

8区がまとまり設立された。「みんなが主役 いきい

き元気 奥銀谷Jという基本方針をもとに、各事業を
4つの部会が展開している(図表3-7)。

従来、各区や各種団体がそれぞれの予算や人員で

行っていた多種多様な事業を小学校区単位で整理し、

各部会に振り分け実施している。特筆すべき活動とし
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図表3-8 奥銀谷地域自治協踏会会計収支 (2016)

収入

項 目 予算額 決算額

交付金 包括交付金 5.225.000 5.225.000 

委託料 市委託料 3.076.∞o 3.076.000 

繰越金 1.438.273 1.438.273 

会費 179.500 179.500 
諸収入

集問回収 150.0∞ 139.522 

雑収入 284.227 887.995 

助成金 55.640 
助成金

補助金 346.518 

合計 11.100.∞o 11.348.448 

支出

項 目 予算額 決算額

総会費 総会費 25.∞o 17.153 

総務質 総務費

部会活動費 5仰，脚 334.614 

地域活動興 6∞.側、 292:.454 

ふれあい喫茶運営 100;償却 6&.496 

描張旅費 20.航旧 。
警護費 最観務成支援 10;0ω 。』

高齢者，安，~C~生活支握 却刈旧 11.018 

応援陣事業費 初，卿 5.521 

古文書調査費f 201.∞o 71.0# 

調査・荷究費 初ィ自由 。
地域おこし協力隊 2.8∞.卿 3.295.例。
工事費

施設整備費
50.∞o 。

備品購入費 50.飢旧 。

積助金
地域づくり支接事案一 3∞刷 お17，216

区活動費 762;0ω 762.816. 

閉校事業積立金 2.∞o 24.000 

特産品積立金
基金積立金

10.∞o 1.545 

車両購入樹立金 100.000 100.000 

応援隊積立金 120.ωo 124.040 

予備費 予備費 313.240 。
-g・ iU 11.100.000 9.816.360 

奥銀谷地.bl自治協議会 (2017) 5 -6頁より筆者作成

ては、「地域内外の交流拠点である喫茶庖の運営」、

「高齢者をはじめとする買い物難民対策として出張販

売を呼び込むシステムの運営J、「特産品の開発・販
売」等が挙げられる。また地域の自主事業に加えて行

政から公園管理などの指定管理事業や地域おこし協力

描 要

平成28年度包括交付金

地域おこし協力隊活動費 [2.8∞.OOOJ

校庭管理費 [276.0∞]

平成27年度繰越金

359戸x@5oo円

6月、 11月、 3月実施

イベント収雄、寄附、謝礼等

山田家文書調査文化庁助成

文書市補助、スポーツ 21おくがなや、生野ひいきの会

摘 要

総会に閲する経費

会議費、研修費、旅費、人件費等

さわ中古事同同民4偲.5:刻勾、立ぎわい [51.1鉛鋼、すこやか f>32.'.7市]吊
ふれあい

運動会、お祭り。、 7f去iりF ロード、集団回収帯

運営伝聞する消耗品購入

車両燃料費等

研修経費、備品消耗品、事業経費等

環境保全 [1∞刷]、防犯施設整備 [147，卿]等

各区ヘコミユユ宇ィ活動補助金として配分

隊の雇用事業も受託しているo 会計の収支は下記の通

りである(図表3-8)。

2016年度の収入をみると、行政からの移転収入は包

括交付金と、事業に対する委託料であり、非常にシン

プルである。また支出は、第E章第3節でみた月ヶ瀬
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図表3-9 現行の法人制度と小規模多機能自治組織への不都合な点

認可 根拠法 設JLの目的 不都合な点

-財産取得が目的であり、財産所

有がない又は予定がない同体は対

象外

-構成員は地域に住所を有する住

地縁|剖体が不動産等を団体名義で
民であり、地縁の各種団体は表決

認可地縁団体 市町村 地方自治法260条 権がない
保有し、登記等を可能にする

-人IJ移動の激しい地域では会員

名簿の整理が困難

-総会欠席時の意見反映方法が委

任状のみで、代議員性が認められ

ていない

特定非営利活動を行う団体に法人

原則:主たる
格を付与すること等で、ポラン -原則入会の制限不可のため、他

NPO法人 事務所が所在
特定非営利活動促進法 ティア活動をはじめとする市民の 地域からの入会を拒めない。地縁

する都道府県
(NPO 法) 自由な社会貢献活動としての特定 の区域内に構成員を限定する小規

非営利活動の健全な発展を促進す 模多機能自治組織になじまない。

ること

剰余金の分配を目的としない社同 -会員になることに本人の意，思が

及び財団について.その行う事業 働く。小規模多機能自治では原則

一般社団法人
法務局、地方 一般社同法人及び一般 の公益性の有無にかかわらず.準 地域に住所を有すれば自動的に会

法務局 財団法人に関する法律 則主義(登記)により簡使に法人 員になる

格を取得することができることと -みなし寄附は適用できない

するもの -会計が簿記のため事務が煩雑

一般社団・財団法人のうち、公益
-原則入会の制限不可のため、他

地域からの入会を拒めない。地縁

公益法人
内閣府、都道

公益法人三法
目的事業を行うことものと認定を

の区域内に構成貝を限定する小規
)(.f県 うけたものに税制上の優遇拍慣を

模多機能自治組織になじまない。
与えるもの

-会計が簿記のため事務が煩雑

伊賀市・名張rJi.拶l米Hi・芸市Ili(2014) 8 ri。をもとに章者作成

地区のように各積団体が各々の補助金で事業を重複し

て行うのではなく、部会ごとに活動予算があり、地区

で優先順位の高い、ふれあい喫茶の運営や高齢者安心

生活事業に予算がついている。また補助金の項では、

協議会単位で考えるほど広範でない区限定的な活動に

対しては、区の活動費を分配するという柔軟さがあるD

このように収入が地域自治協議会に一本化され、地域

包括的に事業に優先順位をつけて効率よく予算を使用

するシステムになっている。

(3) 小規模多機能自治の課題

このように事業が多岐に拡大していくことによって、

雇用(奥銀谷地区の例ではふれあい喫茶での雇用)や

会計規模が増大し、公益的な経済活動が増加してくる。

だが小規模多機能自治組織の多くは、条例上で公的性

格の機関と認定(認証)されているものの、組織の性

格としては「任意団体」である。それ故に次の4つの

謀題41)が生まれてくる。それは、①契約行為が代表者

の私的契約になる、②多額の金額の扱いが個人責任に

なる、③事業分野別に適した法人裕はあるが、地域自

治組織42) (小規模多機能自治組織)は複合的な要素を

もっているため、自主財源確保の阻害要因になってい

る、④公益法人や NPO法人のように寄附控除の対象
でないため、寄附金による財源確保がすすまない、と

いう課題である。このような課題に対しては、現行の

法人制度では不都合な点が多い(図表3-9)。

そこで4市は2014年より共同研究に取り組み、新た

な法人制度として「スーパーコミュニティ法人制度J
の創設を2016年1月に総務大臣に提案している。

その提案は図表3-10の4条件をもとに図表3-11 

の3つの緩和要件を設けた法人格を付与するというも

のである。

この新たな法人格の提案に関しては、 2016年8月に

総務省「地域自治組織のあり方に関する研究会Jにお
いても検討され、「住民自らの意思によって加入する

組織であることを前提として、住民の納得を獲得でき

るように努めることにより、また、様々な事態により

柔軟に対応ができるものであるJ43lと一定の評価がな

されている。しかし、公共的な施設の整備・管理、防

犯・防災サービスなどに関しては、フリーライドが可

能であるため、「加入の任意性を前提とする運営組織

では費用負担を含めた合意形成が悶維である、また、
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図表3-10 スーパーコミュニティ法人格付与の4条件

1 自治体内分権(自治基本条例での位置づけ)を前提に、「住民による自治」を担う法人

2 公共的な地域活動、経済活動を分野横断的に統合型で運営できる法人

3 根拠法に規定された条例に基づき、市長が認定することをもって、地域代表性を獲得すること

4 住民による自律性を尊重できる法人

伊賀市・名張市・朝来市・~南市 (2014) "頁。をもとに筆者作成

図表3-11 スーパーコミュニティ法人格の3つの緩和要件

1|法人化の条件は、財産上の権利に限らず、地域運営そのものを目的とできる

2|高い事業性の発抑を前提に、機動的な意思決定が可能な理事会(役員会)の設置を可能とする
3|地域の全住民が会員の権利を有するという特性を考慮し、総会時の代議制が可能になる
地域自治組織のあり方に閲する研究会 (2017) 7頁。より筆者作成

市役所本庁

図表3-12 ネイパーフッドカウンシルとネイパーフッド計画の関係

! 情報提供・ ! 
i アドバイス i 

シアトル市総合計画

シアトル市議会

コミュニティカウンシル

A地区 B地区
ネイパーフッド ネイパーフッド
カウンシル カウンシル

地区住民、
NPO、PTSA、 左に同じ
地区団体、商庖等

前山 (2∞4)65頁。国4をもとに策者作成

合意が形成されても、その維持継続に困難が伴い、持

続可能性に問題があるJ44)と指摘している。この点に

関しては次章で詳細に考察する。

4 アメリカのネイバーフッドカウンシルと CDC

次に、近隣政府論をもとにアメリカで発展した公的

な住民自治組織であるネイパーフッドカウンシル

(Neighborhood Council) と、私法人ながら公的な

サービスの提供により地域代表性を獲得しているコ

ミュニティ開発法人 (CommunityDevelopment Cor-

poration : CDC)について整理し、小規模多機能自治

組織との比較を行うことで、小規模多機能自治組織に

今後想定される発展の可能性について考察する。

(1) ネイパーフッドカウンシルとネイパーフッドプ

ラン

ネイパーフッドカウンシルは、コミュニティ自治を

達成するためにネイパーフッドプラン(地区計画)を

策定する、ネイパーフッド45) (近隣)単位の住民や団

体によって組織された公式の住民組織46)である。ネイ

ノ〈ーフッドカウンシルは地区住民や地域の NPO、
PTSA.J7)など各種団体が参加する各種委員会の活動に

l 採択→行政計画 I
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i プランJの策定 i

そってネイパーフッドプランを策定するが、その内容

は、各地区の実情に応じて土地利用、経済発展、住宅

供給、交通、教育、原用、健康など多岐にわたる48)。

アメリカではこのネイパーフッドカウンシルによって

策定されたネイパーフッドプランをもとに、コミュニ

テイカウンシル(ネイパーフッドカウンシルの上位組

織)が計闘の調整を行い、市議会での議決を経て市全

体のアクションプランである「総合計画Jに盛り込ん
でいく 49) (図表3-12)。このように、ネイパーフツ

ドカウンシルは、近隣地区の意思決定を地方政府の政

策に反映するという、近隣政府的性格が強い住民自治

組織である。

ところで、ネイパーフッドカウンシルに、これほど

の権能が与えられているのは、地区住民の直接選挙に

よってカウンシルの役員が選出されているためである。

それに加えて、市議会との関係性も注目すべきである。

ネイパーフッドカウンシルは市自治体だけでなく市議

会に対しても、建設的なアドバイスと勧告を行い、ま

た市議会もネイパーフッドカウンシルの年次計画を

チェックする。これは双方向的で、安定した協調関係

を作っているといえる。

このように直接選挙を根拠とした地域代表性が明確
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であり、その地域代表性によって地域自治の権能を付

与されている住民自治組織の形は、今後、小規模多機

能自治組織50)が多岐にわたり事業展開を行うにあたっ

ては考察に値するところである。

(3) コミュニティ開発法人 (CDC)

意思決定機関である公的なネイパーフッドカウンシ

ルに対して、私的なコミュニテイ開発法人 (CDC)

はネイパーフッドプランの実行機関であり、私法人で

ありながら、その活動の公益性や地域包括性を理由に、

ネイパーフッド内での存在感を増している組織である。

CDCは1960-70年代にかけて登場し、低所得者向け

のアフオーダブル住宅5))の供給を行ってきた民間非営

利団体である。その後スモールビジネス振興、高齢者

ケアプログラム、職業訓練・斡旋プログラム、放課後

教育プログラムというように活動領域を多岐に広げて

いる。また事業だけではなく、自らが根拠を附く近隣

で数年をかけてワークショップやコミュニティ集会を

開催し、近隣の居住環境、街並みや商業蓄積の将来像

に関する多様な住民の意見をまとめ上げるなど近隣コ

ミュニテイの紐帯役をつとめている団体まで存在す

る52)。第 l節でみたコトラーの近隣政府論における実

行機関である近隣法人も、この CDCである ECCO

(East Central Citizens Organization)却をもとに構想

されたものである。

特に CDCが注目されているのは、その近隣性や地

域包括性、公共性の高さゆえに、一般市民はもとより、

ビジネス関係者、銀行、政治、市など地域社会のすべ

てのセグメントを巻き込むことに成功している点であ

る。

また、地区コミュニティとの述携も強闘である。

CDCの会長がネイパーフッドカウンシルの役員をし

ているケース剖)もあり、ネイパーフッドカウンシルを

通して地域コミュニテイの情報共有や地域の各種団体

との意向をすり合わせている。公的な意思決定機関で

あるネイパーフッドカウンシルとその実行機関である

CDCは分離型という形をとっているが、現場の問題

意識が意思決定に反映されやすい仕組みになっている。

(4) 行政のサポート

次に意思決定機関のネイパーフッドカウンシルと実

行機関である CDCの主体的な活動を支えるものとし

て、地区コミュニテイ・コーデイネーターという行政

機関についてみてみる(図表3-12) 0 シアトルを例

にとってみると、この職務はシアトル市の職員が担っ

ており、人口56万のシアトル市の地区コミュニテイ・

サービスセンター13ヶ所に設置されている。具体的な

業務は①ネイパーフッドプランに基づく補助金の運用

について地区市民にアドバイスを行ったり、②ネイ

ノ〈ーフッドカウンシルの会議に出席し、本frとネイ

パーフッドの情報を絶えず共有することである。つま

り、地区住民と行政とのパイプ役であり、担当地区の

情報収集・分析を行う地区コミュニティのアナリスト

である旬。日本の制度に務とし込むと、本庁ではなく

各支所に地区担当職員を置き地区計聞のアドバイスを

行っているということになるであろう。支所の機能を

充実させ住民の物理的・心理的距離を埋めるというシ

ステムである。

第N章 旧村地域における課題解決のための

考察

第皿章では、近隣政府論について整理するとともに、

朝来市の地域自治協議会、アメリカのネイバーフッド

カウンシル・ CDCについて分析し、これらがどのよ

うに地域の課題解決に向けて地域の意思を決定し、実

行しているのかについてみた。

実際には帯j来市のような先進的な取り組みはまだ一

部であり、月ヶ瀬地区をはじめとする一般的な旧村地

域において、このような問題に取り組むことが可能な

普遍的なシステムを構築することが必要となってくるo

そこで、本章では月ヶ瀬地区をはじめとする旧村地域

における課題を解決するために、第E章第2節で取り

上げた近隣自治研究会による「近隣政府Jの類型論を
手がかりに、どのような自治組織が必要か考察する。

1 r地域の主体性jと f地域内の連携jの構築
前述の近隣自治研究会は、組織が住民代表であると

いえるだけの正当性(住民代表性・地域代表性)をど

の程度有しているかによって、近隣政府を「広義の近

隣政府Jと「狭義の近隣政府」の 2つに分類してい
る出)。また、その設置方法として、市区町村の機関と

するタイプ(機関型)と、市区町村から独立した組織

とするタイプ(同体型。法人格はある場合とない場合

がある)に分類している(図表4-1)0i機関型Jで
は意思決定機関は市町村の諮問機関であり、地域の実

行機関は別の機関としておかれることになる(分離

型)。一方、「団体型jにおいては意思決定機能と実行

機能を同じ団体が兼ねる場合が多くなる(一体型)。

この2軸により、研究会では、近隣政府を 4つに類

型化している。機関型は、①緩やかな地域代表性(長

の任命により)をもっ諮問機関を設置する広義・機関

型としての「近隣審議会型」、②住民の直接選挙によ

り選出され厳情な地域代表性をもっ狭義・機関型とし

ての「近隣委員会型」の2つである。また団体型は、

①住民自治組織の包括性を担保に一定の住民代表性を

認めた広義・団体型としての「認定型」、②選挙に

よって選出した代表からなる意思決定機関を有し、厳

密な住民代表性をもっ狭義・団体型としての「選挙

型」の2つである。なお、認定型の場合は、法人格の
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図表4-1 近隣自治研究会の近隣政府の分類

機関型 団体型

(市区町村の機関) (市町村から独立)

名称 脅融合型 寵定型

権能 答申・勧告 勧告・事前意見陳述

広
意思決定機関 属する機関の任命

条例に基づき認定

義
(委員)の選出 (準公選制も可)

組織の構成員 一 任意

法人格 × どちらでもよい

名称 曇員会型 選挙型

権能 勧告・同意・審議決定 勧告・同意;・審議決定

狭
意思決定機関

(委員)の選出
住民の直接選挙 住民の直接選挙

義

組織の構成員 一 全ての住民

法人格 × 。
近隣自治研究会 (2∞4)89-110:nをもとに筆者作成

有無は問わないが、選挙型の場合は、法人格が必要と

なる。

研究会の以上の分類及びこれまで第 I-ill章におい

て考察したことから考えると、旧村地域の自治組織に

ついては、①機関型と団体型のいずれが望ましいのか

をまず検討した上で、団体型を採用する場合には、意

思決定機関と実行機関の分離型なのか一体型なのかを

検討することが必要となるロ

次に、②地域代表性の確保について検討することが

必要となる。まず自治組織の法人格の有無について検

討し、その構成員をどう規定するのか考える。つまり、

団体への加入に強制性をもたせるのか、加入単位はど

うするのか検討する。最後に、その団体の意思決定機

関をどのように選出するのか考察する。

(1) 自治組織のタイプ

1-1. r機関型Jと「団体型」
まず、図表4-1でいう「機関型Jと「団体型」に
ついて考える。前述したように、研究会は近隣政府を

市町村の諮問機関としての「機関型Jと市町村からは
独立した「団体型」に分類している。アメリカのネイ

パーフッドカウンシルや日本の地域自治区における協

議会は機関型である。一方、朝来市に代表される小規

模多機能自治組織は、団体型かつ意思決定機関と実行

機関が一体となっている一体型組織である。

本研究の問題意識は、従来、地域と行政との相互依

存のため地域に主体性が生まれなかった旧村地域にお

いてどのように主体性を構築するかということである。

そのためには、地域住民や住民自治組織が主体性を

もって自ら計画をしたものを自分たちで責任をもって

実行していくことが重要となるo よって団体型が望ま

しいのではないかと考える。

1-2. r分離型」と「一体型J
次にその団体に意思決定機能と実行機能の両方をも

たせるのか(一体型)それとも分離した方がよいのか

について検討する必要がある(図表4-2)。

朝来市に代表される小規模多機能自治組織では、一

体型のものが多い。雲南市をはじめとする 4市検討会

も、地域経営の観点、から「比較的小さな範域では、同

じ指示命令系統のもとで、連携、協働することにより、

様々な分野を一体的に地域経営できるJ57)と指摘する

一方で、意思決定機関と実行機関、あるいは事業ごと

に様々な法人を組織することは地域の一体的な経営を

阻害してしまう部)とする。また、一体型は、様々な事

態に柔軟にスピーデイに対応することが可能であると

考えている。

一方、分離型の場合、各事業体の機動的な意思決定

が可能となることに加え、事業リスクを切り離すこと

ができるというメリットもある制。意思決定機関の役

員を実行機関の代表などが兼ねることにすれば、連携

も可能となるだろう。しかし、分離型は、行政とは完

全に分離し主体的に独自の事業を行う事業体や住民自

治組織が地域に複数存在することが前提となる。そし

て多くの旧村地域は現状でそのような団体に恵まれて

いないという根本的な問題がある。これらの点を総合

的に勘案すると、合併後の旧村地域においては、一体

型の方がより現状に適したものとなる可能性が高いと

いえる D

(2) 地域代表性

次に、住民自治組織にどのようにして地域代表性を

付与するのかが問題となる。ここでは住民自治組織が

地域代表性を獲得するための要素として①法人格の有

無②加入条件③意思決定機関の選出方法について考察
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分離型

「

図表4-2 分離型と一体型のイメージ

一体型

制 1治繍 l |∞協議会(=住民自治組織o
意思決定機関 実行機関 底思決定機関 実行機関

NPOi去人 生活部会

α〉協議会 株式会社 総会 交通部会

|吟制;1.I 福祉部会

総務省地域力創造グループ地域振興資 (2016) 3 l'~をもとに準者作成

する。

2 -1.法人格の有無

まず、住民自治組織の法人格に関して考察する。法

人格の有無は、特に、住民自治組織が事業を拡大して

いくときに直面する問題である。法人格に関しては①

必要性の有無②公法人か私法人かという 2点を考察す

る。

まず①法人化の必要性についてである。コミュニ

ティーパスの運行、発電事業、福祉的施設の運営など、

地域運営組織が事業を拡大する過程では、契約関係に

おいて責任の所在を明確化する必要がでてくる D 特に、

任意団体では個人に無限責任が及ぶような状態になる

ので、法人化して有限貨任を明確化することが必要で

ある刷。また法人格を取得することで、団体名義の契

約や登記が行えるようになり、社会的信用も高まる61)D

このようなことから、間体の法人化は必要である。

次に②公法人か私法人かという問題である。現在、

地域包括性や地域代表性をもっ住民自治組織を公法人

化する法律はなく、現状は多くの地域運営組織が、現

行の法人制度 (NPO法人、認可地縁団体、一般社団

法人、株式会社、合同会社等)を活用している(第田

章)。これに対し、 4市が提案したスーパーコミュニ

ティ法人制度では、「認可地縁団体」に見られる地域

代表的な要素をもちつつ、地域における「公」的側而

に着目し「公益社団法人jに類似する優遇措置を想定

する62)という、いわば公と私の境界にあるような法人

制度を想定している。

一方、総務省の「地域自治組織のあり方に関する研

究会」は「公共組合Jと「特別地方公共団体Jという
2つの公法人の可能性について検討している。同研究

会においては、「公共組合Jはある一定の範囲の者を
構成員として、その構成員による共同の事務を遂行す

るための当然加入制の団体として想定されている。事

務は、公共の福祉の増進に合致するとともに、構成員

に平等に受益が及ぶ事務、具体的には、生活空間jの質

を向上させるための事務が想定されている。この設置

に関しては事務、構成員、 i拭お~金について国が新たな

法律によって必要最低限の枠組みを制定し、市町村-が、

地域の実情を踏まえ、条例等により具体的な枠組みを

設定する。そのうえで設立手続きにより定款で特定す

るとしている閃)。

また、「特別地方公共団体Jは一つの団体として意
思決定することが適切な範聞(小中学校区など)の住

民を構成員とし、市町村の事務として処理するのでは

不十分な事務を効果的に処理するための当然加入制の

団体である。事務は、生活の質の向上にとどまらず、

エリアマネジメントを含めた多様な活動、例えば高齢

者等の暮らしを支える活動や保育サービス・一時預か

りなどについても、構成員の問で一定の合意があれば

取り組むことが可能とされている。設慣は、合併特例

区と同様に、市町村が設置を定める(議会の議決を要

する)ものとし、この際、都道府県知事の認可(法定

受託事務)を受けて規約を定める(議会の議決を要す

る)という厳格な手続きが考えられている刷)。

同研究会は、この二つの公法人の制度の創設は可能

だとしつつも、「当然加入制を理由に、処理可能な事

務は特定され、構成員の設定は柔軟を欠くことになる。

さらに、設立・設置の手続きは慎重なものとなり、団

体の組織・運営は一定の負担を伴うことが予想され

る。J65)と指摘し、公法人を創設した後でも地域運営組

織と補完し合っていくことの必要性を示唆している。

このようにみると、地域迎営組織に新たな法人格を

与えるのか、そもそも新たな公法人である地域自治組

織を設立するかという議論は、深化する必要があり、

ここでは法人格の必要性を示すことにとどめておく。

2 -2.住民自治組織への加入条件

次に住民自治組織への加入条件である①任意加入な

のか自動加入なのか(加入意思)と、②住民自治組織

に世帯で加入するのか個人として加入するのかという

こと(加入単位)を考察する。

まず①加入意思についてだが、現状の住民自治組織

では任意加入の原則が採られており、自動加入ではな
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い。これまでは、地域の成り立ちゃ沿革、関係者の多

大な尽力等により側、任意加入でありながら全員加入

がたまたま成立し、フリーライドなどの問題が表出し

てこなかったが、なんらかの形でフリーライドを回避

することが必要である。前述の「公共組合Jや「特別
地方公共団体」そして地域自治区や合併特例区など地

域自治組織では、自動加入が前提となっているo

次に②加入単位について考えてみると、世帯単位で

はなく、個人単位で加入することが重要である。従来

の地縁組織である自治会・町内会では世帯単位の加入

の原則があり、それが自治会・町内会に地域代表性が

付与されていなかった一因でもあると考えるからであ

る。

2-3.意思決定機関の選出方法

次に意思決定機関の選出方法について検討する。コ

トラーの近隣政府論では選出方法については細かく規

定せず、地域包括的な活動を行っていく中で地域代表

性を獲得するとした。一方、ネイパーフッドカウンシ

ルは、地区住民による選挙により地域代表性を獲得し

ている。日本においては、上越市が、地域自治区67)に

準公選制伺)を導入することにより、協議会に地域代表

性を与えようとしている。宗野によればこの準公選制

は地域協議会(意思決定機関)の正当性や協議案件の

もつ権戚を高め、意思決定の場に多くの人が参加する

機会を聞いてきたという6針。つまり準公選制にするこ

とにより①で述べた地域の主体性を育むという効果も

あるということである。

また、研究会70)もこの準公選制について、「近代選

挙の原則(普通、平等、直接、秘密、自由)に従った

住民投票を行い、長がその結果を尊重して任命する、

いわゆる「準公選制Jの場合には、(中略)一定の住
民代表性が付与されたといえるのではないかJと評価
している口

地域代表性ということからいえば、意思決定機関の

選出は選挙によるのが望ましいだろう。もちろん公法

人では公職選挙法に則った公選制や準公選制は可能で

ある。一方、私法人の場合には、近代選挙の原則に

員Ijった選挙を行うことは可能であるが、これを近隣政

府の意思決定機関として、首長が任命するということ

は難しい。このように考えると現段階では準公選制や

公選制が望ましいとの表現にとどめざるを得ない。

このように①意思決定と実行機能を併せ持つ一体型

で②地域代性を獲得した自治組織においては、住民が

主体的に地域の将来像を描き、優先順位を付けた地区

計画を立てることが可能になるo また地域代表性を備

えた住民自治組織は、伊賀市のように①諮問権②提案

権③同意権④受託決定権などの権能を付与されること

も可能となろう。これにより、自治組織は、自らの策

定する地区計画と自治体の総合計画や事業との整合性

をチェックしていくもできるようになる。アメリカに

おいて、ネイパーフッドカウンシルカえネイパーフツ

ドプランを市の行政計画に盛り込むことによって住民

自治を実現していたように、わが国においても、この

ような計画の策定や実行を通して住民自治を強化して

いくことが可能となろう。自主的な地域づくりに参加

することは、自治の主体たる市民としての権利を自覚

していくことにつながり71)、更なる住民自治の強化に

繋がると考える。

2 行政の組織編成

最後に、この住民自治組織を支える行政体制につい

て人的支媛と財政支援の両面から考察する。

まず人的支援だが、地域担当職員制度の運用形態は

自治体で大きく異なっていた。朝来市では小学校区に

3-4名ずつが2年の任期で、組織運営のアドバイス

を行っていた一方、奈良市の地域担当職員制度(地区

調整員制度)では、会議の日程調整や単純な事務のサ

ポートを行っているだけである。

本来であれば、住民自治組織をサポートする地域担

当職員はより柔軟に横断的に活動できなければならな

い。そのため、地域担当職員を支所に配置するととも

に、実質的な調整権限等を持たせるなど、行政の従来

の縦割り体制を、覚悟と決意を持って大胆に見直す必

要がある。 中川72)も、地域担当職員の取り組む課題が

多岐にわたることから、従来通りの縦割り機構のまま

にして、前線にありとあらゆる調整課題を押し付ける

という集権的なあり方ではなく、前線現場の調整権限

等の強化(財政権限・職務権限・職員の格付け強化)

が必要だと、「現場への分権化Jを指摘している。
またもう一点重要なことは、地域担当職員は常に地

域の情報を拾い上げ、行政の事業に反映し、また地域

には的確なサポートを行う必要があるということであ

る。この点はアメリカにおけるネイパーフッドカウン

シル・ CDCのサポートについていたコミュニテイ・

コーデイネーターに学ぶべきところである。

留意すべき点は、地域担当職員が、時として、地域

での活動において庶務や御用聞きのように扱われ、地

域の自立を妨げる場合があることである。これは本末

転倒であり、支援の役割を事前に明確にしておくこと

が重要である73)。

次に財政支援については、地域運営組織を取り入れ

ている自治体の多くが活用している地域一括交付金を

導入するのがよいだろう。もちろん、これに対応して、

それ相応の報告義務は生じて当然であるo これについ

ては「地域自治組織と自治体のあり方研究会」も「交

付金の場合には、交付を受ける地域自治組織の側に、

なお一層のコンブライアンスが求められるj14)と指摘

している。
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おわりに

本研究では旧村地域またはそこに住む地域住民が主

体的に持続可能なまちづくりを行うためにはどのよう

な組織が必要であるか、またそれを推進する行政には

どのような組織編成が必要であるかについて考察し、

近隣政府論をめぐる議論や先進事例の分析を踏まえ、

①行政から独立して意思決定機関と実行機関をもっ一

体型の組織が必要であること、②法人化が必要なこと、

③地域代表性をたかめるためには公選制や準公選制が

望ましいことなどを明らかにした。また、自治組織を

サポートする行政に閲しては人的支援と財政支援のthj

面から検討を行った。

一方で現場に日を向けると、現在奈良市の都市部に

おいては、地域住民が主体となり地域自治協議会を設

立する動きが出てきている。しかし、月ヶ瀬地区をは

じめとする旧村地域では、その動きはでていなし」住

民自らが主体的に地域の課題について考えなければな

らないという危機意識は未だ低いように思われる。ま

た、地域自治協議会を条例で公的性格の機関として位

置づけ、提案権や諮問権などを付与したり、地域包括

交付金を予算化したりするといった具体的な案はなく、

どのようにサポートしていくかという組織体制も方向

性も定まっていない75)。奈良市においても、住民自治

をより充実するという行政側の決立をもって、全地域

において早急に住民と自治協議会について考える場を

用意する必要がある。

現在、国の研究会においては公的な新たな法人格の

必要性を検討している。さらにその先には、地域自治

組織と市議会との関係という重要な謀題がある76)。本

研究では、十分に論じることができなかったこれらの

課題については、今後の研究課題としていきたい。
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